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助成金のご紹介

　　　　　　　　　　　　　　　～今注目されている助成金、支給申請の多い助成金～
雇用調整助成金
1.支給要件

(1)売上高または生産量の減少の内容が以下の①～③のいずれかに該当している。
　　①直前3ヶ月の売上高もしくは生産量の平均が、その直前3ヶ月と比べて5%※以上の減少。
　　②直前3ヶ月の売上高もしくは生産量の平均が、前年同期3ヶ月と比べて5%※以上の減少。
　　　※中小企業で前期決算等の経常損益が赤字の場合、5%未満でも可能

　　③直前３ヶ月の売上高もしくは生産量の平均が、前々年度同期に比べて10%以上減少し、直近の決算等の経常損益が赤字である。（中小企業のみ）
(2)休業の計画をハローワークに届け出た後、休業を行っている。
事前に従業員との間に休業等の協定を結び、それに基づいた従業員(雇用保険の被保険者)の休業や教育訓練、出向を行い、休業手当(平均賃金の60%以上)や賃金を支払う。
(3)法令を遵守している。
　　①雇用保険加入条件に該当する人（週の所定労働時間が20時間以上）を全員雇用保険に加入させている。
　　②週40時制に適合した労働時間である。
2.助成額
	
	休業の場合
	教育訓練
実施の場合

	中小企業
	休業手当相当額の4/5※1～3
(上限7,685円※4)
	１人１日につき、

6,000円を加算

	中小企業以外
	休業手当相当額の

2/3※1～3
(上限7,685円※4)
	１人１日につき、

4,000円を加算


※1休業手当相当額の計算方法は具体例に記載

※2上限は３年間で300日(支給限度初年200日)

※3雇用維持をし、（初回計画届提出日の属する月の前月から遡った6ヵ月間の月平均事業所労働者数と比して4/5以上であること)かつ解雇等を行わない場合、中小企業は上記4/5を9/10に、中小企業以外は2/3を3/4と読み替える
※4　1年に1回、8月に見直しあり。
出向の場合は、出向元が負担した賃金の４／５（中小企業）または2／3（中小企業以外）が助成されます。
具体例
株式会社Aが以下のような会社の場合、月給30万円の従業員Bさんを休業させ、休業手当6,000円（平均賃金の60%）を支払うと、1日につき5,760円（雇用維持をしている会社なら6,480円）の助成金が支給されます。（計算式等は以下の通り）
	株式会社A

雇用保険加入者前年度1日あたりの賃金の平均
	12,000円…①

	従業員Bさん
給与
	月給 30万円

	従業員Bさん
平均賃金
	1万円
(Bさんの直近3カ月の賃金より算出)

	従業員Bさん
休業手当
	6,000円

(平均賃金の60%…②)


休業手当相当額
①12,000円×②60%=7,200円…③
助成金額

③7,200円×4/5＝5,760円
（雇用維持をしている会社なら

　③7,200円×9/10＝6,480円）
実習型試行雇用助成金

ハローワークの紹介で、実習や研修を行いながら未経験者を有期雇用(6ヶ月)する場合に支給されます。

この有期雇用終了後、正社員として雇用した場合、さらに助成金の支給があります。（正規雇用奨励金）
1.支給要件
会社側
①実習型雇用として受けいれる求人登録をしていること

②６ヶ月経過後、正規社員として雇い入れることを前提としていること
③実習指導員は、10年以上の経験がある自社の技術者、経験者であること
従業員側
①求職申し込みをしていること
②希望する職種について、未経験者であること（十分な技能・経験を有しないこと）
③ハローワークに実習型雇用を必要だと認められること
④職業紹介以前より雇用の予約がされていないこと
2.助成額
	有期雇用中

1～6か月
	正社員雇用

後6ヶ月
	正社員雇用

後1年

	月10万円
	50万円
	50万円


この他に正社員になってからの教育訓練した場合に１人当たり上限５０万円が助成されます。
OJT…１人１時間当たり６００円（１日の上限は3,000円）

OFF-JT…１人1日4,000円
新しく作られた助成金ですが、予算の都合により平成22年3月31日までの雇い入れをもってこの助成金は終了するという話がでています。
特定就職困難者雇用開発助成金

　高齢者(60歳以上65歳未満)、母子家庭の母、障害者等、就職が困難なものを、ハローワークの紹介により、雇用する労働者として雇入れた場合支給されます。

助成額　　　　　　　　(　)内は大企業の額
	対象労働者
	助成額※2

	高年齢者※1・母子家庭の母
	90万円

(50万円)

	身体・知的障害者
	135万円

(50万円)

	重度障害者・45歳以上の障害者、精神障害者
	240万円

(100万円)

	高年齢者※1・母子家庭の母

（短時間労働者）
	60万円

(30万円)

	身体・知的・精神障害者
（短時間労働者）
	90万円

(30万円)


※1　65歳以上の離職者(条件有り)を雇い入れた際、同額の助成金の支給があります。（高年齢者雇用開発特別奨励金）
※2助成金は半年ごとに2回、または３回にわけて支給されます。

詳しくはご相談ください。
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売上高や生産量が減少している会社が従業員を休ませ、休業手当を支払うと助成金が給付されます。























